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番号 社 名 面積（ヘクタール）
１ 国営企業11社（11’s state Companies） 440,000
２ シナール・マス（Sinar Mas） 176,000
３ ジェンティン・バイオ燃料（Genting Biofuel） 160,000
４ ケロムポック9・バダン・ウサハ（Kelompok 9 Badan Usaha） 136,000
５ インドマル（Indomal） 120,000
６ ムンティン・グループ（Munting Group） 116,000
７ ウィルマー・グループ（Wilmar Group） 72,000
８ トララム・グループ（Tolaram Group） 46,400
９ BP 40,800
10 スウェーデン・バイオ・エネルギー（Sweden Bio Energy） 40,400
11 アプロビ・グループ（Aprobi Group） 40,000
12 アジアティック・グループ（Asiatic Group） 32,000








































部門 2008年 2009年 2010年 2015年 2020年 2025年
9月～12月 1月 1月 1月 1月 1月
家庭用 - - - - - -
運輸 1% 1% 2.5% 5% 10% 20%
商工業用 2.5% 2.5% 5% 10% 15% 20%
発電用 0.1% 0.25% 1% 10% 15% 20%
スライド⑪ バイオ燃料利用の段階的導入
部門 2008年 2009年 2010年 2015年 2020年 2025年
9月～12月 1月 1月 1月 1月 1月
家庭用 - - - - - -
産業用 - - 1% 3% 5% 10%
海運用 - - 1% 3% 5% 10%








































































(株)エテリンド・ジャワ・ティムール（PT. Eterindo Jawa Timur）
(株)モリンド・ラヤ（PT. Molindo Raya）









バイオディーゼルに関しては、CPO（crude palm oil, パーム原油）がよく使われ
ています。CPOの中で5段階ありますけれども、トップはそのままバイオディー
ゼルとしても使われるし、再利用のCPOをまた精製して、バイオディーゼルとし
て使われているケースもあります。
参会者Ｂ：今、お話しいただいた代替エネルギーの開発が、インドネシアの農業
に与える影響の可能性については、どのように考えていらっしゃいますか。とい
うのは、これまでもアメリカ等で農産物価格の高騰など、いろいろな問題が出て
きているからです。エネルギーの問題と農業の問題、その辺りはどのように考え
ているのか、聞かせてください。
シギット：たいへんよい質問で、このような問題がたぶん世界中で起こっている
といえます。バイオ燃料の植物は基本的に食料というのが、確かに一番の問題で
す。特にパーム油をつくるヤシの問題が、インドネシアでも多く発生しています。
代替エネルギーとしてのパーム油をつくると、やはりパーム油の価格が上昇し、
一般市民に買えないという状態になります。最近の国家政策では、パーム油から
ジャトロファに切り替えている現状です。ジャトロファは食料ではなくて、また
荒地に植えることが可能ですので、特にインドネシア東部の荒地の多い地域で栽
培を最もすすめています。食料と関係のない植物で、今注目しているものがジャ
トロファなのです。
参会者Ｃ：今、バイオ燃料のお話が中心でしたが、エネルギー源としてまだ活用
されていないもので、インドネシアには褐炭などの低品位の石炭があると思いま
す。国家としてそのような資源をどう考えていらっしゃるのでしょうか。
シギット：まず石炭エネルギーに関しては、確かにインドネシアの石炭埋蔵量は、
現段階では200年間採掘できると見積もられていますが、おそらくそれ以上に多
いだろうと思います。石炭採掘の技術はまだまだで、現在アメリカ及びロシアで
開発されている技術が、今後インドネシアに導入される予定があります。ですか
らこの石炭開発も、政府では国家エネルギー政策として一つの目標としています。
インドネシアから日本に輸出するエネルギー資源は、確かに減少してきていま
公開シンポジウム：日本・インドネシア交流の過去・現在・未来── 017
す。石油、天然ガス、及び石炭は年々減少しています。特に日本への輸出を減少
させる意図はなくて、国内のエネルギーの需要が高まっているということが原因
です。当然まず国内供給を優先するというのが国家政策になっているのです。こ
れからどうなるかは予測できません。
二酸化炭素の６％削減をうたった京都議定書は日本から宣言されたものです。
この目標にぜひインドネシアも貢献したいと考えます。そのような意味でも、二
酸化炭素の削減に向けて日本からの技術協力がとても重要で、今後とも日本とイ
ンドネシアのエネルギー関係を改善したいと、私は思っています。
私自身が大使館で工業部長の仕事をしておりますが、インドネシアでバイオ燃
料を開発したいという日本の会社が最近多く出てきています。したがって今後こ
ういったエネルギー関係のビジネスとしても、国際交流としても、いろいろな面
で改善されていくものと、私は思っています。
今までのインドネシア日本間のエネルギー関係の交流やビジネスは、主に石油
や天然ガス・石炭などの天然資源でした。今後はこういったものだけでなくて、
バイオエネルギーの分野でぜひとも盛んに投資されることを願っています。
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